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【スライド-1】

私たちは、東南アジア諸国におけるが

ん予防を推進するための実用化モデルを

開発するために研究を始めました。当初

考えておりました以上に、なかなか大変

で、準備段階のところでいろいろつまず

きながら、試行錯誤しているのが実態で

あります。私は国際対がん連合の理事も

兼ねておりまして、開発途上国における

がん予防を、現地主導型の活動として支

援できないだろうかということで、ファ

イザーヘルスリサーチ振興財団のプロジ

ェクトにのせていただきました。

【スライド-2】

UICCの予測では、2020年にがん死亡

が世界で1,000万人になり、その中の半分

がアジア地域に存在するということで、

がんはアジアの重要な問題であります。

そして、アジアの中で見ますと、がん

のパターンはかなり異なっておりまして、

日本を中心とした北東アジアと東南アジ

アで、それぞれ好発するがんの部位が異

なり、それによって研究戦略も変えてい

かなければなりません。

【スライド-3】

スライドは日本のデータでありますが、

もう1つは基本的データとしまして、部位

によって一次予防・二次予防が効果を奏するもの、一次予防しか功を奏さないような

がん、それからアジア地域でよく問題になります子宮頸がんや乳がんは二次予防がか

なり効果を上げうるだろう、ということです。そういったことを考慮しながらがん予
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防対策を進めていこうということです。

【スライド-4】

当初の研究目的です。

東南アジア諸国は感染症が中心で、が

んの死亡率はまだ低いが、最近は増えつ

つあります。その対策が必要になりまし

たが、これまでのがんの罹患の現状にあ

わせてがん対策は遅れております。

私たちは、アジア地域で支援モデル事

業を開発するためにタイ国に焦点を当て

ました。つまり、効率的にがん予防対策

を推進していくため、地域のがんの実践

的 予 防 計 画 （ Practical Prevention

Program：PPP）を設置する場所として

タイ国を設定し、そこを中心に検討して

いこうということです。

【スライド-5】

と言いますのは、タイ国が東南アジア

の中で中央の位置を占め、比較的日本と

の関係も良く、歴史的にも安定している

ということで、バンコック、チェンマイ、

コンケンの3大都市をベースに展開できな

いだろうかということです。

【スライド-6】

その研究背景として、がんの一次予防

を推進するため、生活習慣（ライフスタ

イル）の是正と運動習慣の促進がありま

す。また、二次予防を推進するために、

効率的な標準的検診方法を普及していく

必要があります。

この啓発活動の中核として、我々はア

ジア太平洋がん予防機関（APOCP）を設立いたしました。この研究助成をいただいた

頃の話ですが、昨年の10月には青木国雄先生（愛知県がんセンター名誉総長、ファイ

ザーヘルスリサーチ振興財団理事）を会長に、名古屋で第1回目の会議を開催いたしま

した。そこで国際対がん連合（UICC）と協調する形でシンポジウムを開催し、この

PPPをアジア地域で展開していくという合意を得ることができました。
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【スライド-7】

その会議の前にタイで開催したアジア

太平洋がん予防機関の発足会議において、

教育活動、疫学研究、がんのスクリーニ

ングと二次予防、がんの原因探索のため

にtoxicological pathologyの研究などを推

進し、広く情報公開を図ろうということ

で始めました。

【スライド-8】

このPPPの中核は一次予防です。運動

推進、食生活の改善、場合によっては予

防的介入、喫煙問題が入っておりません

が、喫煙対策が最も大事であります。

そして、東南アジア地域では感染症に

由来するがんと生活習慣に由来するがん

に、大きく分けられますが、その中で生

活改善、検診の普及、それから禁煙促進

といった活動を図っていく。同時に二次

予防として、一次検診、二次検診、そし

て診断と治療の活動を普及させます。そ

して現地の一般集団、地域団体、医療施

設、そして教育施設とタイアップしなが

ら、このPPP活動を推進していくという

ことで進めております。

【スライド-9】

その背景には、民族疫学的な概念があ

ります。

私たちが日本でやっておりますがん予

防活動をそのまま現地に移入しても、す

ぐには通用しません。やはり現地の文化

的な背景、疾病と文化の多様性を考慮し

ながら、適切な予防対策を考えていかな

ければならないという民族疫学的概念を

そこに取り入れております。

【ライド-10】

UICCが国際的に標準的ながん予防戦略

を企画し、それを情報発信しておりますが、各地域によってがんのパターンが違いま
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すので、その好発部位に合わせた臓器特異的な戦術が必要であります。同時に最も大

事なことは、地域に根ざした戦略哲学を持ちながらPPP活動を実践していくことです。

【スライド-11】

主な取り組み内容ですが、タイ国のバ

ンコク市のパヤタイにトレーニングセン

ターを設置しまして、そこをベースにし

たAPOCP活動、および機関誌（APJCP：

現在は4巻まで発刊している季刊誌です

が、来年から2ヶ月毎の発刊になります）

の発刊活動をしながら、情報公開を図っ

ていきます。

地域の保健従事者ががん予防啓発活動

を実施していくための情報が必要ですか

ら、指導書の作成を、準備しております。

「アジアにおける栄養とがん」という単行本で、年度内には発刊予定ですが、それぞれ

の現地語に訳して利用していきます。

将来的にはNPO活動にまでもっていければありがたいと思っておりますが、いまだ

距離があります。

【スライド-12】

これがタイのトレーニングセンターで、発刊した本を並べてあります。ここに時々集

まって、写真のような会合を持って、お互いにPPP戦術を検討し合うということです。

【スライド-13】

これは雑誌APJCPです。

四つのセクション（がん登録、疫学、予防、毒性病理学）に分けて雑誌を編集して

おり、12月には第4巻第4号が出ます。この本を発刊するに至った経緯は、ほとんどが

欧米諸国が中心の雑誌ばかりで、東南アジア諸国におけるがんの予防に関する情報を

報告する場が無かったのでそれを補うことを目指したわけです。
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【スライド-14】

私たちもファイザーヘルスリサーチ振

興財団の助成金を使った研究報告をこの

雑誌で行っております。

【スライド-15】

もう一つは、日本で得たがん予防情報

をアジアに発信することです。私たちが

愛知県がんセンターで開発した病院疫学

研究の情報を使って作成したがん予防リ

ーフレット等を現地語に翻訳しながら発

信していきます。

【スライド-16】

実際には、カラシンという場所でPPP

センターを設置し、地元住民を対象とし

た一次予防の推進活動を行ってきました。

【スライド-17】

数十ページにわたるがん予防情報の中

の1部を訳しながら現地に提供していきま

す。

【スライド-18】

また情報の需要調査なども、バンコク

市のスカイトレインのステーションで100

名余りを対象に行いました。Hea l t h

information centerやHealthy food and

drink bar、Yoga Training center等に対し

てかなり需要が高いということで、PPP
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センターを設置し、対応していくべきということで始めたわけです。

【スライド-19】

現時点での問題は、最初にかけ声をか

けるときはよいのですが、実際に動き出

すと、現地の大学あるいは保健機関等の

協力がなかなか得られないということ、

さらに住民の関心がもう一つ高まってこ

ないということがあって、最初のペース

よりかなり遅れて活動は進んでおります。

【スライド-20】

さらに問題点はいくつかあります。

このような活動を短期間に行うのは非

常に困難であり、草の根運動的な気持ち

で、ゆっくり時間をかけて検討して行か

なければならないということを、再認識

させられております。私自身が研究代表

者ですが、実際に現地での活動に関与し

ておりますのはイギリス人のDr. Malcolm

Mooreで、タイと日本を行ったり来たり

しながら活動しております。

【スライド-21】

最後のスライドにまとめておりますが、

第一に、私たちはアジア地域における一

次・二次予防を推進するためには、PPP

活動の普及は効果的であるということに

関しては確信しております。

第二に、現地主導型でアジア地域の

PPP活動を実現するための人材育成が必

要です。

第三に、長期展望に立って、私たちが手を引いても、それが続けれるような活動と

して、遠くから支援できるシステムを開発する必要があります。

本日は、実際に現地で実施している活動を評価するところまでお話しする予定でし

たが、残念ながらPPPはそこまで進んでおりません。これから数年かけて実施してい

く活動の、始まりのところをご紹介させていただきました。
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質疑応答

座長： 開発途上国の疾病の内容はこの数年非常に変わってきて、生活習慣病とか交通災

害とか、日本や欧米と似たような形になっています。そういう状況のもとで、特に

がんという領域に関して共同研究を進めてこられた、と解釈してよろしいのでしょ

うか。

A： 北東アジアと東南アジアとでがんの流行にパラドキシカルな現象があるものです

から、そういう興味もございます。最近は感染症がかなりコントロール出来るよう

になって、その代償としてがんが猛烈な勢いで増えてきており、今から手を打って

おかなければいけないのではないかということです。

座長： わが国の一般の方々は国際医療協力というと、主としてマラリアとかフィラリア

とかの感染症、それから母子衛生といったところに、問題があるというように考え

られています。がんといわれると「どうして」ということになるのではないかと思

い、そういう質問をした次第です。

もう一つは、先生は最後に、将来は現地主導型で進めなければいけないとおっし

ゃいましたけれども、それとトレーニングセンターとのかかわりはどうなのでしょう

か。先ほどのスライドの写真を見ますと、日本人や欧米の方の顔が写っていて、現

地の人の顔があまり見えませんでした。そこには現地の方は入っておられないので

すか。

A： そうですね、欧米人と日本人の顔が目立っていましたが、実際にはタイだけでは

なくて、インドネシア、ベトナム、イランまで含めて、東南アジア諸国の人が集ま

っております。

私たちの興味でいろいろなストラテジーを持っていっても、最初は興味を持って

くれますが、続かないのです。それでやはり、現地の人が興味を持つような現地主

導型に持っていかないといけないと思いました。そのための指導者を育てるのが非

常に大変です。

私たちは5年前から、名古屋でJICAプロジェクトでCommunity based cancer pre-

ventionという2ヶ月のコースを担当しております。研修生は東南アジアやアフリカ、

南米諸国からも集まって来ます。例えばコンケン（タイ国）からも1人参加し、その

コースを受けた人がコアになりながら進めることも可能です。短期間であってもこ

のようなファンクショニング・スクールが、これから少しずつ役に立っていくので

はないかと思っています。

いろいろな機会をタイアップさせながら、人材を育てていかなければいけないと

思っています。




